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国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ工場事件
(仮保全措置命令 2006年7月13日)
玉 田 大
-.事 実
1.請求訴状 (ト11項)
2006年5月4日,アルゼンチン共和国 (以下,アルセンチン)はウルグアイ束万共和国
(以下,75年協定)上の義務に違反するとj二張した｡アルゼンチンが問題とする行為は,
｢ウルグアイ河における2つのパルプ_】-.場の認可,建設および将来の稼働｣であり,とり
わけ ｢同河の水質に及ぼす影響｣が関越とされている｡アルゼンチンによれば,75年協定
は両国間のウルグアイ河国境条約7条に従って締結されたものであり,同7条はウルグア
イ河利用のための共同レジーム (a｣olntreglme)の構築を定めているという｡アルゼンチ
ンは,裁判所の管轄権を裁判所規程36条1項および75年協定60条 1項'3'に基礎づけており,
また,両国間の直接交渉が失敗したとヰ_張した (1-3項)｡
アルゼンチンは請求訴状において次のように_i=張 している｡.75年協定の[川勺は両国のEj
境を構成するウルグアイ河の ｢紫適で合坪的な利用のために必要な共同機構 (theJOlnt
machlnery)を構築すること｣であり,同協定は ｢当事国の汚染防1日二関する義務と汚染
に起凶する損害から生じる責任｣を扱い,ウルグアイ河行政委員会 (CARU)叶を設置して
いる｡さらに75年協定の7条から13条は,ウルグアイ河の航行,レジーム又は水質に影響
を及ぼす恐れのある作業の実施を計画する､Ij事国に対して,CARUを通じた事前の通報と
協議 (prlOrnOtlficatlOnandconsultatlOn)のための義務的な手続を完めている.ウルグア
(1)Caseconcerm7IgPulf'MllsoTltheR7(,FrL'nLglLay(.4rgFnhTlaUUrugua.V),Requestforthe
lndlCationofProvIS10malMeasures,Order()i13July2006本件訴訟資料 (請求訴状,仮保全措置
請求.口頭弁論記者丸 仮保全措置命令,裁判T.'少数意見1は全て裁判所の公式サイトで入手可能
である (http//wwwICJ-Cl]Org/)r,なお公式 と書が末公刊のため,引用は該当パラグラフ番7を
用いる｡
(2JTheStatute()ItheRIVerUruguaySlgnLJdatSaltoon26February1975(Authentictext
spanlShReglSteredbyUruguayon17Dec(､mber1982).UNTSl.VOl1295(1982),n｡21425, 四
pp340-347.
(3)ArtlCle60 "AnydlSputeCOnCernlngthelnterpretatlOnandapplicationofthe｢1961]Treaty
andthe[1975]StatutewhlChcannc)tbesetledbyd】rectnegotlatlOnSmaybesubmlttedby
eltherpartytotlelnternatlOnalCourtoりustlCe
(4)CARU LaComslOnAdmlnlStradoradelR)oLTruguay(AdmlnlStrativeCommlSSIC'nOfthe
RIVerUruguay).lhttp//wwwcaru.ore.uy,]
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イは,2003年10月.スペイン企業 ENCE`5)に対 して,フライ･ベントス (FrayBentos)
の通報協議手続をとっていないDまた,2005年 2Tl.フィンランド企業 OyMetsa-Botnla
AB(7､(以下,Botnla社)に対 して,CMB工場付近に第二パルプ工場 (オリオン1場 the
orlOnml1)を建設することを認可 しており,これにより紛争を悪化させているOさらに,
ウルグアイは,2005年 7月,75年協定の L述の手続に従わずに,オリオン工場の排他的使
ウルグアイによる計酎 乍業の認叶はパルナ工場建設による環境への影響に妥当な考慮が払
いて環境的に重大な悪影響を与える危険があるとみなしているOまた,両国間の直接交渉
は工場建設のための七台丁事を実施 しただけであり.2006年 3月28日から90日間は｣二場建
設を停止 しているが,オリオン丁場の建設は継続中であり,同工場は2007年前半期には稼
働開始の予定である (4-10項)｡)
第 1に,ウルグアイは75年協定と同協定が言及するその他の国際法規則 l･_の義務に違反 し
ている｡.この義務には次のものが含まれる｡(a)ウルグアイ河の最適で合理的な利用のため
にあらゆる必要な措吊をとる義務.(b)CARUおよびアルゼンチン-の事前通報の義務.
(C)75年:-協定第2章に規JiEされた手続を権行する義務,(d)水中環境を保全 し,汚染を防止
するためのあらゆる必要な措置をとる養う臥 LF.物多様性 (blOdlVerSlty)と漁場 (flSherleS)
を保護する義務,並びに,完全で客観的な環境影響調査を準備する義務,(e)汚染防止及び
生物多様性と漁場の保護のために協プ)する義務nJ第2に,ウルグアイはアルゼンチンに対
(5)ENCE EmpresaNaclOnaJdeCeLulosaEsPa丘a[htp//www.encees/l
(6)CMB CelulosadeM'BopICua.
(7)Botnla hltp./www.metSabotllaC()m/′].
(8)アルゼンチンによれば.CMBとオリオン~1二場U)建設作業は2005年後半期に開始されたという｡
建設t事の進捗状況であるが,アルゼンチンの提訴時点 (2006年5月4日)で,CMBの方は,
ENCE社が工場の建設予'if地の均等化作業を完1したたけであり.2006年3月28日から90日間は
工場建設作業を停止しているが.他方でオ7)オン上場に関しては,工場建設作業の進捗状況が十
分に視認し得る程度であるというし､RequetelntrOductlVed'instancedelArgentlne,p.5(para
14)ビtAnnexXCommun】qued'ENCEdu28mars2006なお.Botnla杜は20CI6年4月4日に,
4月7[]から10日間の{場建設作業の停Lを.LL完している〔Lbzd.AnnexXVIiI.Cornmunlquede
Botnladu4avrl12006
(9)DrNAMA D】recc10nNac10naldeMedl()Amblente LtheNatlOnalDlreCtOrateforthe
EnvlrOlmentOftheUruguayanGovernment).[lttP//www.dlnalnagLlb.uy].
(10)GTAN GrupoTee.nlCOdeAItoNIVel(tltさHlgh-LevelTechnicalGroup)アルゼンチンによ
れば,2005年5月31日にGTANが設置され,同年8月3Flから2006年1月3OHまでに12回の会
合を持ったが.何らの合意にも達しなかったr_いうoRequ占te 】ntroductlVe d.Instance de
l'Argentlne,p6rpara.16).CR2006/46(Argentlne,M.Pelet),p58(par°91
(ll) RequitemtroductlVed'】nstancedelArgentlne.P10(para.251
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して国際責任を負うD第3に,ウルグアイは違法行為を停止 し,自国に課される義務に厳
正に (scrupulously)従わなければならない 第4に,ウルグアイは,自国に課された義
務の違反から生じた損害に対して完全な賠償を行わなければならない (11項)｡
2.仮保全措置請求 (12-20項)
2006年5月4E],アルゼンチンは仮保全請求を捉起し.75年協定及び同協'走の解釈適用
に必要なLjiJ際法の諸原則と諸規則から年じる権利の保護を求めた｡当該権利は特に次のも
のであるO(a)ウルグアイ河レジームとその水凱 二影響を与え得る作業建設を規律する75
年協定に規定された義務をウルグアイが履行することに対する権利,(b)ウルグアイ河又は
アルセンチンに対 して重大な損害を生ぜしめる可能性のある建設作業をウルグアイが認可
又は実施 しないことに対する権利,(clウルグアイ河流域住民が健康的な環境で生活 し,健
康損害や経酒的損害その他の損害を被らないことに対する権利 (14項)｡
アルゼンチンは仮保全措置請求において次のように主張している,2つの工場の稼働は,
ウルグアイ河の水質に重大な影響を与え,アルゼンチンに重大な越境損害を与える｡また,
継続中の L場の建設は,影響を受ける地域において深刻な社会的経済的損害を引き起こす｡
これらの損害は金銭賠償によっては償い得ないものである｡また.工場建設が継続すれば,
本件訴訟が終了する以前に2つの工場は稼働するUオ.)オン工場は2007年8ll,CMB二J二
場は2008年6月に稼働が予定されている(,従って,状況は緊急措置 rurgentmeasures)
を要請するものである (15-19項)Ll
アルゼンチンは仮保全措置請求において次の申立を提起している｡(a)ウルグアイは,(1)
両工場の建設に関するあらゆる認可を停止すること,lujオT)オンT_場の建設を停JLさせる
ためにあらゆる必要な措置をとること,(11)CMB工場の建設作業の停止期間が2006年6月
28口以降に延長されるためにあらゆる必要な措置をとること,(b)ウルグアイは,ウルグア
イ河の水中環境を保護 ･保全し,汚染を防1】1.1るために,同河の最適で合理的な利用を確
保するF川勺でアルゼンチンと誠実に交渉しなければならないC,(C)ウルグアイは,阿丁場の
建設に関する一方的行為で,75年協定とその解釈適用に必要な国際法規則に合致しない行
為をこれ以上とってはならない｡Ld)ウルグアイは,本件訴訟手続の主題である紛争を悪
化 ･拡大させるようなその他のいかなる行動も慎まなければならない (20項)｡
3.口頭陳述 (30-56項)
アルゼンチンは口頭陳述において次のよ>)に主張 しているC75年協定上.自国の権利は
次の2種類の義掛 二関連して生 じる〕第1に.実体的性質を有する結果の義務 (oblgatlOnS
ofresult)であり,第2に,手続的性質を有する行為の義務 (obligationsofconduct)であ
る｡前者 (結果の義務)は75年協定41条(a)項で認められており,アルゼンチンに次の2･つ
の権利を生じさせる,Jウルグアイが汚染をrJ'力止することに対する権利.およびウルグアイ
が通用口用巨な[3Eif際基準に従った措置を講 じることに対する権利である｡ウルグアイの実体
的義務には,環境汚染や経済的損失を生じさせか -義務が含まれる｡他方,75年協定7条
から13条と60条はアルゼンチンに多くの手続的権利を認めているD第1に,建設作業開始
前にウルグアイから通報を受ける棒礼 節2に.計画設定にあたって考慮されるべき見解
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を述べる権札 第3に,工場建設前にICJで見解の相違を解決する権利である｡アルゼン
チンによれば,上記の諸権利は ｢重大で回復し得ない損害の急迫した危険｣に晒されてお
り,既に観光その他の経済摘動にマイナス効果を及ぼしているというL,さらに.仮保全措
置は,権利を侵害する行鵜が最終判決以前に生じるという意味で緊急性がある場合に認め
られるという (30-40Irl)｡
ウルグアイはL]頭陳述において次のように主張しているO両国間の紛争は2004年3月2
日の合意によって解決している,また,アルゼンチンの権利に対する現存の又は急迫した
脅威は存在せず,それ故,回復し得ない捕害の危険の要件と緊急性の要件は満たされてい
ない｡環境影響評価により.工場の建設 ･稼働はウルグアイ河に何らの害悪も引き起こさ
ないことが分かっているoまた,2つの1二場は,それぞれ2007年8月と2008年6月までは
稼働しないのであり.アルゼンチンに対する脅威は急迫していない｡状況が変われば.ア
ルゼンチンは新事実に基づいた新たな仮保全請求を提起することができる｡1場の建設
(construction)と稼働 (operation)は異なるものであり,アルゼンチンは工場の建設そ
のものから禍害が発生している点について証拠を提示していない｡また,仮保全命令は,
持続可能な経済発展の計画を実施するウルグアイの主権的権利を損なうものである(4ト48
･lLtll
二.命令要旨
1.prjmafacie管轄権 (57-59項)
仮保全請求を扱うにあたって,裁判所は射牛の本案管轄権を有することを確定的に認定
する必要はないが,原告･が採用する条項が一見したところ (pnmafacle)裁判所の管轄権
を設定するための基礎を構成するものでない限り,仮保全措置を指示することはない (コ
ンゴ領域における武力活動事件 .仮保全措置命令,(.CJ,ReDwts2002,p.241,para.58)｡
本件において.両国は75年協定60条が適用される権利に関して裁判所が管轄権を有するこ
とに合意しており,裁判所は一応の管轄権を有する｡
2.回復し得ない損害要件 (60-67項)
仮保全措置を指示する裁判所の権限は,争点となっている権利に対するLnJ復し得ない損
害 (1rreparableprejudlCe)を防止するために必要である場合に.｢最終判決までの間｣,訴
訟当事国のそれぞれの権利を保全するためのものである｡この権限は.紛争の主題である
権利に対する回復し得ない損害を防止する緊急の必要 (anurgentneed)がある場合にの
ご み行使される (大ベルト通航判 牛･仮保全措置命令,/.CJ.Ref'orts1991,p17,para.23:
二 フランスにおける刑事手続事件 ･仮保全措置命令,I.CJ.Repwts2003,p.107,para.22)
(60162項)O
アルゼンチンによれば,自国の仮保全請求は,｢手続的件質の義務｣と｢実体的性質の義
務｣につき,75年協定上の自国の権利の保全を求めているというo前者 (手続的義務)は,
次の諸権利に対応する義務である｡第1に.ウルグアイ河に影響を与える建設行為につい
て十分に通報を受け,協議を受ける楕札 第2に,特定の計画に異議を唱える機会を与え
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られる権札 第3に,建設作業が認可される前に,国際司法裁判所における実効的な紛争
解決を得る権利である.､後者 (実体的義務)は,第 1に,75年協定上の諸要件が満たされ
るまで建設を認めてはならない義務であり,第2に,環境汚染,あるいは間接的に生 じる
経済社会的な害悪を生ぜしめない義務である.T7ルグアイは,75年協定上の手続的義務と
実体的義務を完全に履行していると主張し,自国韻域内における経済開発プロジェクトを
実施する主権的権利 (soverelgnrlght)を保全するよう裁判所に求めている (63-67項 )0
3.アルゼンチンの第一請求 (68-78項)
アルゼンチンの仮保全措置請求は2つに分割され得る｡第-請求は停止請求に関するも
のであり,第 1に CMB とオリオン工場の建設認可の停止,第2にオリオン工場の建設作
業の停止,第3にCMB工場の建設作業の停tLを2006年6月28日以降までとするために必
要なあらゆる措置をとること1'L2'を裁判所に求めている｡第二請求は,当事国間の協力を確
保するためのその他の措置に関するものであり,第 1に.ウルグアイ河の水中環境の保護 ･
保全のため,アルゼンチンと誠実に協力するようウルグアイに命 じること,第2に,75年
に,本件訴訟の主題である紛争を悪化させるその他のあらゆる行為を慎むことを裁判所に
求めているo以下,アルゼンチンの第-請求について検討する (68-69項Jo
第1に.手続的権利に関しては,ウルグアイがパルプ工場の建設認町に際して75年協定
第2章の条項に完全に従ったか否かという問題は本件の本案判断に委ねる｡ウルグアイが
問題の条項に完全に従わなかったことか後に明らかになったとしても,現段階において,
当該違反が本件の本案段階で救済され得ないものである (wouldnotbecapab一eofbeing
remedied)とは認められない｡また,当制 kl間の合意なしに建設してほならないという義
務に関しても,当該義務の違反が本案段階で救済され得ないものであるとは認められない
(70-71項)O
第2に,実体的権利に関しては.裁判所は次のように環境保全の重要性を強調 してきた
ことを想起する｡｢環境は抽象的なものではなく,生活環境を示 し,これから生まれる仲代
を含む人類の生活環境,生活の質,そして健康状態そのものを示す｡自国の管轄権内の諸
活動が,他国の環境又は国家コントロールを超える地域の環境を尊重することを確保しな
(thecorpusofintenrationallawrelatingt〔)theenvlrOnment)の部分を構成する｣(核兵
器の威嚇 ･使田の合法性 ･勧告的意見,∫.LIJ.RepwtLJ996(I),pp.2411242,para.29,ガ
(12) アルゼンチンがCMBの建設作業の停止を6月28日以降にも延長するよう求めているのは,
cMBの建設作業が2006年3月28口時点から90日間 け なわち6日28E]まで)停ILされていたか ○
らであるoCR2006/46(Argentlne,M Kohen),p39(para2)ただし,ウルグアイによれば,
ENCEは工場の建設を停止しておらず,単に休暇の間に作業を中断したに過ぎないという｡CR
2006′49(Uruguay,MrRelChler),p33
めの港湾の建設をBotnla社に認可したことである(命令6項参照)OCR2006′/46(Argentine.Mme
BoISSOndeChazournes),p54(para18)
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プチコヴォ.ナジュマロス事件 ･判軋 I.CJ.RePoTls1997,p78.para｡140)｡とはいえ本
件では,工場建設の認可というウルグアイの決定そのものが.ウルグアイ河の水中環境,
あるいは同河のアルゼンチン側の流域住民の経満社会的利益に対する回復し得ない損害と
なる急迫 した脅威 (animmlnentthreat)を引き起こしてはいない.｡アルゼンチンは,堤
時点において (atpresent),パルプ工場の稼働による汚染がウルグア{河への酎 哀し得な
い損害を斎すような性質のものであることを示す証拠を提示しなかった｡また,汚染レベ
ルを規制し.衆小化することによってウルグアイ河の水質を確保するのは,CARUの任務
であるoいずれにせよ.パルプ工場が2007年8月 (オリオン1場)と2008年6月 (CMB)
以前に稼働することは想定されておらず,汚染の脅威は急迫 したものではない (lSnOt
lmminent)｡従って.本作状況は.ウルグア イによるパルプT.場の建設認叶の停IL,ある
いは実際の建設作業の倖Lを命じる促保全措吊の指示を必要とするようなものではない,J
なお,必然的に パルプ工場の認可と建設にあたって,ウルグアイは裁判所が本案段階で
下す判断に関するあらゆるリスクを負う｡｢建設作業が法的権利の侵害を含むことが明らか
になった場合,当該作業が継続されてはならず,あるいは修正 ･解除されなければならな
いという司法判断が下される可能性は排除され得ないし,排除されてはならない｣(大ベル
ト通航事件 ･仮保全命令.I.C./.^'e如rLs1.'桝 ,p19.para31.)(72-78項)O
4.アルゼンチンの第二請求 (79-84項)
75年協定はウルグアイ河における両国間の国境線を画定する1961年のモンテヴィデオ条
約に基づいて締結 されたものであ り,同河の利用と保護のための共同機構 (aJOilt
machlnery)を設けている｡75年協定の諸条項は,同河の環境に影響を及ぼす活動につい
て両国の協力を要請 してお り,｢包括的で漸進的なレジーム｣(acomprehensiveand
progressivereglme)を形成している｡この点で重要なのはCARUの設置であり,これは
規律的,執行的.行政的.技術的,調停的な機姥をもつ共同機構である｡75年協定により,
両当事国はCARUの連用に不可欠な資源と情報を提供することが求められるのであり,
75年協定に組み込まれた手続的なメカニズムは.同条約レジームの栴めて重要な部分を構
を履行するよう求められる√､両国は75年i協是に捉完された協議 ･協力手続を誠実に履行す
る必要があり,CARUはこのために想定されたフォーラムであるOこの点について,ウル
グアイは75年協定を完全に指行する意図があることを繰り返し述べており,その意図の具
体的な表規として,アルゼンチンとの継続的な共同モニタリングを実施するという申出を
ー 繰り返している｡以上の点を考慮し,とりわけ裁判所においてウルグアイが確言したこれ
九 らの約束 (commltmentS)に留意すると,7ルゼンナンが訴求した仮保全措置を指示する
ための根拠があるとはみなせない｡
5.付 言 (85-86項)
本決定は,裁判所の本案管轄権の問題と請求の′受稚叶能性に関する問題に予断を与える
ものではない｡また,本決定は,裁判所規則75条3項に基づき,新事実を根拠とする新た
な仮保全措置請求を提起するアルゼンチンの権利に貴/;響を与えるものではない｡
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6.命令主文 (87項)
以上の理由により,｢現在裁判所に提示されている状況は,裁判所規程41条に基づ く仮保
全措置の指示権限の行使を必要とするようなものではない｣(14対 1)り4)0
賛成 ヒキンズ所長,アル .ハサウネ副所上長,ランジェヴァ,コロマ,パラ.アラング
レン.バーゲンサール,ノJ､和札 シンマ,アブラアム,キース,セプルヴェダ ･
アモール,ベヌーナ,スコトニコ7判事, トレス ･ベルナルデス特任判事L付 ｡
反対 .ビヌエサ特任判事(16)｡
本命令の正文は英語であり,以下の少数意見が付されている,宣言 (ランジェウア判
事),個別意見 しアブラアム判事),個別意見 (ベヌーナ判事),反対意見 (ビヌエサ特任判
辛)i,
三.解 説
裁判所が指摘するように.本件訴訟は環境保護と結済発展の間の価値対立を背景として
いる (命令80項)｡アルゼンチン側がパルプ丁場の建設と稼働による環境汚染を主張するの
に対 して,ウルグアイは,パルプユニ場の建設が梓済発展に必要不可欠なものであり=)7,描
続可能な経済発展のための主権的権利であると主張しているr18'｡このような紛争は先例に
も事欠かない0本件は,ウルグアイ河利jfjのための ｢共rP]レジーム｣の創設という点でガ
プチコヴオ･ナジュマロス計画事件 (1997年判決)と共通する点があり,また,仮保全段
階で建設工事が完 †していないという点では人ベル ト通航事件 (1991年収保全措置命令)
に薫別玖するo他方,適剛主税との関係では,むしろラヌー湖事件 (1957年仲裁判決)に類
似していると言えよう｡特に,本件においてアルゼンチンは,保護すべき本案権利を手続
的権利と実体的権利に区別してお().国際河川利凧去で採用されている二分論に符合する,､
そこで,まずはこの二分論の趣旨と背景に/)いて検討 しておこう｡
1.実体的権利と手続的権利の区別
アルゼンチンは,75年協定 1二の自国の権利が2種類の義務に対応 して生 じるという｡実
体的性質をイけ る ｢結果の義務｣(oblgationsofre.qultlと手続的性質を有する ｢行為の義
されるまではいかなる建設も許容してはならない義務及び環境汚染や経済的損失を引き起
(]1 本来であれば,本件は特任裁判官2Y]を含めて総員17名の法廷となるはずであるが,仮保全手
続段階においてシー判事とトムカ判事の2もが目頭弁論から欠席しており.未決に加わらなか っ
た結恥 計15もとな-JているoCR2006′46'Arg.en.tine,thePresldcntoftheCourt)･plO･な 一
ぉ.裁判所規程55条は.｢すべての問題は.出席した裁判官の過半数で決定する｣と規定している 八
(強調j7田)U
(15JMr.SanuagoTorresBernArdez.ウルグアイ1日lの特別選任裁判官 ｡スペイン回軌
(161Mr.RadlEmilOVlnueSaアルゼンチン側の特別選任裁判官,Jアルゼンチン国籍O
(17)CR2006/′47(Uruguay,M.GrosEsplel).p16
(18)CR2006/′47(Umguay,MrRelChler),p58(para51)
(19)CR2006/46(Argentme,MrSands),p28√para3)
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こしてはならない義務で構成されるL,他方,後者の手続的義軌 ま,通報義務,協議義務.
紛争解決義務であり,これに対応する権利か生じる｡すなわち,通報を受け,協議をもち,
裁判所において実効的な紛争解決を行う権利 2`°で ある｡
さて,以上のように権利義務関係が二分される理由は次の2点に見出される｡
第1に各権利の根拠条文の相違であるL,アルゼンチンによれば,実体的義務の根拠は75
利と.ウルグアイが ｢適用し得る国際基準に従って｣措置をとることを確保する権利が認
められるという122､｡他九 手続的義務の根拠は75年協定の7条から13条であり,これらの
条文で設けられた6段階の手続 (事前通報など)を完 †するまでは建設作業を実施しては
ならない義務を負うというI2′～.｡以上のような二一分諭については,一枚に国際水路利用法に
おいて見られる実体法と手続法の二分論を想起する必要がある 2`1｡国際水路非航行的利川
法条約 (1997年)では,L]iJ際水路利用に関する実体的権利 (衡平利用)と手続的権利 (過
報協議手続)が定められており,また,liiくはラヌ-湖専件 (1957年仲裁判決)でも同様
に実体的権利と手続的権利が争われている､"3､｡本件で問題となった75年協定は,通報 ･協
議手続を定めるだけでなく,モニタリング機関と情報交換要請まで設けてお i),I皐1際水路
第2に,権利の二分論を採用した根本的な理由は,ウルグアイによる丁場建設か完了して
おらず,同工場が稼動していないという本件の■声実関係にあるD 本丸 アルゼンチンが最も
強調したかったのは.ウルグアイ河そのものに対する仲山哀し得ない損害｣であったが27㌔
工場が未稼働の時点では.河の水質等に関わる環境汚染防止義務 (実体的義務)に対応す
C2O)アルゼンチンによれば,本件における国際司法枚判所の管轄権は,75年協定上 ｢二乗に｣設定
されるというこ,1つ目は.同協定60条に其づき,｢本協定の解釈適用に関する紛争｣を審坪する管
轄権であり,2つ臼は,l司12条に基づき,工場の認町･建設に関して両国間で合意に達しない場
合に,この紛争を帯群する管轄権であるCアルゼンチンが仮保全請求の中で手続的権利として上
張しているのは後者の権利である｡CR2006′46(Argentlne.M Kohell.p47tpara.28),CR
2006/46(Argentlne.M Pelet),pp57-58:paras6-7)
(21)ArtlCle41hWithoutprejudicetOthefunctlnnSaSSlgnedtotheComm】sslOninthisrespect,the
PartleSundertake (a)ToprotectaridpreservetheaquatlCenVlrOnmentand,lnpartlCular,to
preventl〔Spolution,byprescnblngaPpl･oPrla〔erulesandmeasureslnaccordancewlth
applicablelnternatlOnalagreementsandlnkeeplng.Whererelevant,WiththeguldelneSand
recommendatlOnS()flnternatlOna日echnlCalI)odleS'r,
C2')CR2006/46(Argentlne,MrSands),p29tpara6)
C23)CR2006′46(Argen川le,MrSands).pp30-31(paras.8-14)
糾 MalgoslaFITZMAURICE.bPulpMllsontheRIVerUruguay(ornot.asthecasemaybe)',
The Hague JustlCe Portal 22 Aug 2006[http･//wwwfrompeacetoJuSticenl/eCache/
DEF/5/048TGFuZzIFTghtml]
C25)AL/Mm duLacLanoIL.r,Sentencedu16novembre1957.R.CA.vol.12.pp300-317
CZ6)SpeechbyHEJudgeRosalynHlgglnS,PresldentofthelnlernatlOnalcourtofjustlce,atthe
58thSesslOn()ithehternatLOnalLaw Ct)mmlSSion 25Ju一y2006[http//wwwICj刊.Org/
lCIWWW/lpreSSCOrn/SPEECHES/lSpeeChpresldenLhlgglnSー20060725.htm]
CZ7)CR2006/46(Argentlne,Ms.PICOIottl).p25(para20)and26(para22),
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るアルゼンチンの権利が硯時点で侵害される馴奏は/トさい｡硯時点でアルゼンチンが問題
とし得るのは,主に工場の建設認可と工事開始に至るプロセスだけなのであるOそこで同
国は,建設認可に際しての通報協議義務が果たされていない点を問題とし,これを手続的
以上の点を勘案すると.アルゼンチンによる権利の二分論が,主にパルプ工場の稼働の
前後を基準としたJ哀別であることが分かる,すなわち.手続的義務 (権利)が工場稼動以
前のウルグアイの行為を問題とするのに対して,実体的義務 (権利)は工場の稼働以降の
環境損害を問題としているのであるC
以上を踏まえて.本件の裁判所の判断を整理したのが [表1]である｡
[表 1]アルゼンチンの主張と裁判所の判断
アルゼンチンの主張する権利
手続的権利 実体的権利
(行為の義務):工場稼働前 (結果の義務):工場稼働後
75年協定2章 (7-13条) 75年協定41条(a)項
し1)被通報協議権,(2)異議中 (1)建設不認可義務 (権利).
立権,(3)紛争解決権 (2)汚染防止義務 (権利)
第-請求 :工場の建 ① 本案判断事項O本案で救 ② 回復し得ない損害の急迫
判所 (72-78項)o
暇 芸濃 惣 ③ ウルグアイによる協議の ｢確約｣があるので仮保全措置
[表 1]に示されるように,本件のICJの命令は3つの判断からなるO 判断(i日 第-請求
の手続的権利)は ｢回復し得ない椙害｣の欠如であり,判断② (第一請求の実体的権利)
は,｢回復L得ない損害の急迫した脅威｣の欠如と立証不十分であるO 判断③ (第二請求)
では権利の惟質は区別されず,ウルグアイ側の約束により仮保全措置の指示が不要である
と判断されているC
2.｢回復し得ない損害｣要件
本件においてアルゼンチンは,回復し得ない損害を金銭賠償の不可能な損害であると主
張しているOすなわち,先例で認められているのは,｢単なる金銭賠償支払やその他の物的給 六
付によっては回復され得ない(nesauraltetrereparee)｣損害であるというのである
C28)CR2006/46(Argentlr)e,MrSands).p.29Lpara71
eg)Ajfalrerelatlt,ealadenonclat70nCJuTralrsり10-belgedu2not,embre1865,C･P･j･JSe'rleA,
n〇8,p 7.
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1976年仮保全命令し･抑)｡この甚準を適用しつつ,アルゼンチンは次のようにri二張しているO
第 1に,手続的権利については ｢事後的な金銭賠償支払｣(1epaiementulterleurd'une
とはできず,もとより本件では象徴的損害 (unpreludlCedenaturesymbollque)ではない
ので,単なるサテ 1スフアクションは想定し得ないr31'⊃また,1二場が実際に稼働し始める
と,アルゼンチンの手続的権利である通報 ･協議を受ける権利を ｢行使すること｣はもは
う｡第2に,実体的権利 し環境汚染防山義持)については,環境損害は ｢剛 哀し得ない｣
ものであり,サティスフアクションは適切ではなく,また,この種の損害は金銭的評価に
馴染まないため,金銭賠償は排除されるというのであZJ n 'o
裁判所は,アルゼンチンの主張する手続的権利に関しては,その信吾が ｢本件の本案段
階で救済され得ないものであるとは認められない｣と判断した (命令71項)oここでは,辛
続的権利がなぜ本案矧苛で ｢救済され得る｣のかは明らかにはされていないが,アルゼン
チンの主張する実体的権利に関しては剛史し得ない損害の欠如が認定されていない点から
鑑みるに,両者のR別は主張された権利の性質が基準とされたとみなす他はない｡また,
協議通報に関する手続的権利の位崇が,それだけでは姓体的な物神的損害を発生させず,
その権利侵害が通常の金銭賠償によって救消され得ると判断されJ+=ものと思われる｡
なお,本件では,鋸 哀し得ない損害要件と緊急性要件の関係についても問題となった(
裁判所は,｢剛哀し得ない損害をr'机 ･.する緊急の必要がある場合にのみ｣仮保全措置権限を
行使うるという形で仮保令要件をJ/ヒ式化している 愉 令62項し ここでは,鞘 哀し得ない損
害要件と緊急性要件が複合されているが,本件では,この2安件が連動うるのか否かが問
題となったoすなわち.同複し得ない損害があれば緊急性があるのか.あるいは逆に,回
復し得る損害がなければ緊急性もないのか,という問題である｡この点に関して両当事国
は,原則として ｢FRj複し得ない損害U)危険｣と ｢緊急性｣を別個の要件とみなす,鞍で見解
わち,本案判決以前に損害の発生する危険がある場合,緊急性要件は非回復性要件と多く
の点で混同するというのである3`61⊂.この主張の滞京には,本件に固有の事実関係がある｡
すなわち.本件では工場の建設が完了していないため,アルゼンチンは,l本案判決が下さ
(SOTICJRE,I),Jrts19716,pll,para.33.
- (31)CR2006/46(Argentzne.M Kohen),p41(paras.7-8)CR2006/46(Argentine.M Peuet).
p62(para16).
五 82)CR2006/46tArgentlne,M.Kohen),p42Lpara8).CR2006/46(Argentlne,M Pelet).p68
(para.27)
83)CR2006/46(Argenllne,M Pelet),p62(para17)
(341CR2006/46(Argentlne,M PeHet),p66(1つara.23)
B5)CR2006/46(Argentine,M Pelet).p56(par°21.CR2006/47(Uru即ay,MrReichler),
p44(paras4-5).
66)CR2006/46(Argent】ne,M.Pelet).p､69(para.29I.
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れる以糾 こ｣工場の建設工事が終 TL,回復し得ない損害が発生し･同時に緊急性がある
と主張するのであるrm o
これに対して lCJは,アルゼンチンの刃 Liを御 了せず･上記2つの要件を使い分けてお
り,緊急性の有無に関わらず,アルセンナンの主張する手続的権利についてはrpJ複｣得な
い才員害の欠如を根拠として請求を棄却している ただし･実体的権利については言 回指し
得ない損害の急迫した危険｣が欠如していると述べており･両要件が複合的に用いられて
いる (命令73-75項)｡
3.緊急性要件
緊急性要件に関して本件で問題となっfJのは,パルプ工場が未完成で稼動していないと
いう事実をどのように評価するかという点であった⊂､ウルグアイは,パルプ工場は末だ建
設中であり,化学汚染物質を一切排出することはか -と主張し'381･さらに,ガ77 コヴォ･
ナジュマロス事件判決を引用Lつつ,-｢場の建設は違法行為の準備行為 (preparatory
actions)に過ぎず,違法行為とはrq_yJされるべきであ E,)･39㌧ それ故･工場の稼動自体は何
ら急迫したものではなく,工場からの汚染に鹿田うる回復し得ない損害の急迫したfEL;灸は
示されていないと主張するL40,｡他方,工場が建設中であるという問題をクリアするため
に,アルゼンチンは2つの議論を展開した(,第1に,現時点でも既に損害が発生している●●●●●●●
ため緊急性があるという主張であり,第2に･本件の本案判断までに工場は稼動するので
緊急性があるという主張である｡
剛 の議論においてアルゼンチンは,-Ⅰ二場が稼動していない硯時点で既に∴工場建設認
可に伴う不動産価値の急激な低 卜や農業や臣紙 業への投資の停止といった掛 斉社会的損害
が発生しているというし1､･L,この出 二関して･ICJはアルセンチンの立証不十分を指摘するo
すなわち,｢工場建設が回復し得ない舶 社会的な損害の現存の脅威(apresentthreat)であ
ることは示されなかった｣という 愉 令74唄)O確かにウルグアイ側が主張するように､42'
ァルセンチンは上場の別 と後の建設がそれ自体として環境に対する回復し得ない損害を
硯時点において引き起こしていることを卜肌 二立証しておらず,この点は反対意見を什L
●●●●●●■
たどヌエサ判事 げ ルゼンナン選任)も認めているL13.C
第2の議論においてアルゼンチンは,緊急作要件そのものを緩和する解釈を提示してい
る,Jすなわち, 2つの⊥場は2007年前半期には稼働を開始する予定であり,工場の建設を
(37)CR2006/46(Argentine,M･Pelet),p69(para29)
脚 CRL2006/47(Uruguay.MrRelChler).ppl45-46(para･12)なお･｢ル グアイによれば･CMB -
は2008年6日以仙二稼動することはなく,オりオンl=場の方も2007年8月までは稼動することは 一
ないというDlbld,p.46(para15) 四
691CR2006/47(Uruguay,Mr･RelChler).pp48-49(parasl20-21)I
紐U)CR2006′I47(Urugua_V.Mr･Boyle),p22Lpara16)
(41)CR2006/46(Argentlne,M･Kohen),pp44-45(par° 20)･CR2006/46(Argentlne･M
pdlet),p.64(para.20∴
(42)CR2006′47(Uruguay.MrRelChler)Ip･52(paras31-321
(43)DISSentlngOpLn10nOfJt】dgeadhueVlnueSa､PI
259
209国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ工場事件 (仮保全措置命令 2006年7月13日)
続行させると,本案判決が下されるまでに両工場を稼働させてしまうことになるため,栄
急性があるというのである'11'｡ビヌエサ特任判事 (反対意見)はこの主張を支持し,パル
プ工場の稼働 (2007年半ばの予定)までに裁判所の本案判決がFされることはなく,また.
ウルグアイはアルゼンチンとの協議と協力については約束を与えているが,工場の稼働を
同判事の見解は,本案判決がFされるまでの間に,仮保全措置を必要とするような緊急性
が発生する可能性があるというものであり,仮保全措置を本案判決までの権利保全と捉え
ることによって,保護期間を拡張する狙いをもっている｡
仮保全措置は,本案判決を待っていては,本案で保護すべき権利に対して回復し得ない
損害が発生する危険があるため,これを回避するために指示するものである｡それ故,確
かに仮保全手続の制度趣旨は本案判決までの権利保護であると解し得る｡実際に,ICJは
大ベルト通航事件において次のように述べている｡｢仮保全措置は,裁判所の本案に関する
『終局判決までの閏に』(pendingthefinaldecISion)指示されるものであり,それ故,負
終判決が下される以前に,いずれかの当事国の権利に損害を与える行動がとられるであろ
うという意味で緊急性がある場合に限り認められる(抑｣Oさらに,｢通航権を阻害するよう
な架橋作業が,本件の本案判決以前に実施されることが予想される場合には.この建設作
業は仮保全措置の指示を正当化するであろうり7｣と述べている｡このように,大ベルト通
航事件では,裁判所は緊急性の判断に際して,｢本案判決まで｣の権利侵害の危険の有無を
基準としているのであるJ
ところが,本件 (パルプ1場事件)において裁判所は,アルゼンチンの主張を退け,緊
急性が現時点 (仮保全請求の判断時)において存在しなければならないことを強調した｡
すなわち.水中環境への回復し得ない損害の ｢急迫した危険｣(animminentthreat)が証
明されておらず (命令73項),回復し得ない経済 ･社会的損害の ｢現存の脅威｣(apresent
threat)が証明されておらず(命令74項).汚染の危険が｢急迫していない｣(isnotImminent)
というのである (命令75項)｡このように,緊急性に関して.ICJは ｢本案判決まで｣を想
定した柔軟な解釈を退け.現時点での急迫性を要求している｡従って,本件の緊急性の判
断は,大ベルト通航事件における判断よりも厳格なものとなっていると言えようr,なお,
この封 二関する裁判所の判断は,アルゼンチンのj;張した予防原則に関わるため,この点
を次に検討しよう0
4.緊急性要件と予防原則
緊急性要件に関連して.本件でアルゼンチンは予防原則 (theprecautionaryprLnCiple)
二 の適用を主張している｡既に見たように,アルゼンチンは,請求の時点で環境汚染の緊急
如1Demandeenlndicat10ndemesuresconservatoirespresenteepar】eGouvernementdela
鮎publiqueargentine,para8,CR2006/48(Argentlne,M Pelet),p.42(para.18).
h5) DISSentlngOpinlOnOfJudgeadhocVinuesa,p4.
(46)I.CJ.Ref)orfs1991,p.17(para23),
(47)tbtd,p.18(para26)
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性がなくても,本案判決までの間にパルプ工場が稼働 し.ウルグアイ河への悪影響が生 じ
る危険があり.この不確実性のために工場の建設停止を要すると主張 している｡ウルグア
イ側もこの主張が予防原則の適用であることを認めているし紗 uビヌエサ特任判事 (アルゼ
時点において,[ ]回復 し得ない椙害の急迫した脅威というリスクの不確実性が,硯在進
行中で継続中の工場建設と密接に結びついているL5'"｣｡すなわち,現段階で回復 し得ない
損害は明らかではないが.今後そのような損害が発生する危険を否定 し得ないというので
ある｡
では,ICJの仮保全手続 (特に緊急性要件の判断)において.上記のような予防原則は
どのような形で適用され得るのであろうか｡ビヌエサ判事は,予防原則を一般国際法上の
法規則であるとみなすが 51),両当事国はこれとは異なる議論を展開している｡アルゼンチ
1条と41粂-53)であり,これらの条項により,その他の (75年協定以外の)国際条約上の義
務の遵守が求められるため,POPs条約し5小とFt二物多様性条約 (1992年)で認められている
予防原則が本件にも適用されるというoこの点についてはウルグアイも同様の見解を示 し
ており(551 両当事国の間には,75年協定を通 じて予防原則が適用されるという点について
見解の一致が見られる｡
ただし,ウルグアイ側は.予防原則に反する行為はないと主張 している 5`6)｡すなわち.
自国の国内法とDINAMA による認叶手続によって,柔軟で予防的な形で環境リスクを規
(4BJCR2006/49(Uruguay,MrBoyle),p10(para.1)
49) DISSentlngOpLn10nOfJudgeadhoeVlnueSa,P5
帥 Ibld,p.1.
(51)lbZd,p5.
(52)CR2006/46(Argentlne,MrSands).p.33(para17).
63)75年協定1条は,｢各当事国について効力を有する条約やその他の国際合意から生じる権利 ･義
務を厳格に遵守して｣(JnStrlCtObservancec'ftherlghtsandoblgatlOnSarlSlngfromtreatleSand
otherinternatlOnalagreementslnforceforeachoftheParties)共同機構を構築することに合意
すると規定するoまた同41条は.｢適用し得る凶際条約に従って (lnaCCOrdancewlthapplCabLe
lnternationalagreementS),適切な規則と措置を設けることにより [･]水中環境を保護 ･保全
し,特に水中環境の汚染を防止｣しなければならないと規定する,
朗 POPs条約(残留性有機汚染物質に関するストソクホルム条約 the2001StockholmConventl()n
onpersIStentOrganlCPolutants)r,2004年5月17口発軌 毒性,難分解性,生物蓄積性及び長距
離移動性を有するPOPs(Pers】stentOrganicPolutants残留性有機汚染物質)の製造･使用の
禁止 ･制限,排出削減,在庫 .境乗物の適正管理 ･処理を定めるCアルゼンチンとウルグアイは
いずれも条約当事国であるoなおPOPs条約については次を参照｡出川雅美 ｢残留性有機汚染物
質に関するストノクホルム条約｣法令解説督料総覧271号 (2004年)51-53頁｡
(55)CR2006/47LUruguay,MrBoyle),p.28(para371,CR2006′48(Argentine.MrSands),p
19Lpara14).
C6)CR2006/49(Uruguay,MrBoyle),p16(para16)
抑 CR2006/47(Uruguay,Mr.Boyle),p.22(para17)
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り.T.場の稼働がウルグアイ河のエコ･システムに対するlR複し得ない損害をもたらすこ
とは示されていないという点を詳細に主張している58'o すなわち,促に予r;jJA原則が適用さ
れたとしても.何らの違反日.為も存在せず,今後も存在しないとヰ張しているのである｡
以上のような予防原則を巡る両国の主張に対して,裁判所は特別の配慮を示さなかった,J
既に見たように,裁判所はLHt復L絹ない頼害の ｢急迫した脅威｣(anlmrninentthreat),
あるいは回復し得ない損害の ｢現有の脅威｣(apresentthreat)を求めている (命令73-75
項)｡すなわち,緊急悼要件について,仮保全請求の審査時点における現存の危険が必要で
あるとみなしており,予防J!TL別による同輩件の積和化を厳しく排除しているのである｡
さて,このように緊急性要件の枠内から予防-J即 日を排除する見解は.ミナミマグロ事件
におけるITLOSの幣',Ji措吊命令 (1999年)と対照的であるLlド･]事件では,科学的証拠の
不確定性を嗣是として暫定措置が指示されているからであるC本件 (パルプ1-.場事件)に
おいて.アルゼンチンは口頭弁論において 【TLOS命令の次の部分を引用しているL59㌧｢ミ
ナミマグロの保存のために採られるべき措置に関して,科学的な不確実性が存在する｡
卜 ]本裁判所 [ITLOS]は,科学的証拠を決定的な形で評価することはできないが,両
当事国の権利を保全し,ミナミマグロ魚群のさらなる衰退を避けるために,qlJf定措置が緊
も緊封生要件を満たすと判断しており,予防原urJtあるいは予防的アプロ-ナ1を取り入
では,なぜ向裁判所で｢防原則に対するアプローチが異なるのであろうか｡この点で注
意すべきは,ITLOSの暫定措置 個 連海洋法条約)とICJの仮保全措置 (ICJ規程)の間
の要件の相違である｡すなわち,前者では ｢海洋環境に対 して生する重大な害を帆 Lする
ため｣の暫定措置を定めることが認められているため ([司連海洋法条約290条 1項),1CJ
の仮保全措置とは異なり,環境保護に重点を置きつつ-T,防原則を柔軟に取り込むことが可
能となる｡従って,ミナミマグロ事件とバルブ1二場刺牛の相違は,以上のような根拠条文
の相違に起囚するものであると言えようUまた,仮に75年協J,liを通じて予防校則が直接的
に適用可能であったとしても,裁判所規程によって規律される仮保全要件を排除すること
はできないと解されるLl
それでは,予防的アプローチを取り込むことのできない ICJの仮保全措置手続は,将来
の予測不叶能な損吉の危険に対して簸力な(T)であろうかL,仮に本件において,本案判決前
に工場が稼働し始め,改めて拭害発生の緊急性が明らかになった場合はどのように対応す
(58)CR2006/47(Uruguay.Mr.B｡Yle).pp.23-24(paras.18-24).
6g)CR2006/48(Argentlne,M Pelet).p45(para26).
(CW S()utheT"Blue^77Tu7lac(iSeマ (Neu)ZL】al〟ndI-.JaJ)a7,Austrahau.JaJ)an).Requestsfor
provISIOnalmeasures,Orderof27August1999.para79-80
(60 BarbaraKWIATKOWSKA."SouthernBLueflnTuna(NewZealaldv.Japan.Australiav
Japan).OrderonPr｡vISLOnalMeasures(1TLOSCasesNos.3and4)1㌧AJIL.vol.94(20001.
p･153.SlmOnMARR∴■TheSou〔hernBlueJinTunaCases二ThePrecaut】onarlrApproachand
ConservatlOnandManagementofFishResources'＼EJ.TL.,vo日 1(2000).p.819
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べきなのであろうかr,この点に関して,ICJは次のような対比､策を提示しているL､
第 1に裁判所によれば,｢本決定は,裁判T7JI規則75条3IjT b21に基づき,新事実を根拠と
する新たな仮保全措置請求を提起するアルゼンチンの権利に影響を与えるものではない｣
という (命令86項)｡ここで裁判所の想定する ｢新事実｣は,主としてパルプ丁場の建設T
fTtの終了と稼働開始であるLb〕｡.すなわち,仮保全命令以降に⊥場建設が完了し,稼働し始
めた時点で,アルゼンチンは改めて仮保;/tl井筒請求を提起すればよいというのである｡こ
のように,裁判所は緊急性要件を厳格に適川Lて,~T,防原則に依拠 したアルゼンチンの+'_
張を退けつつ,命令後に発生し得る動麦的なrl'H題については,新たな仮保全請求によって
別途対応するという形で処理した｡
第2に裁判所によれば.｢必然的に,パルプLt二場の認可と建設にあたって.ウルグアイは
裁判所が本案矧鞘で 千一す判断に関するあらゆるリスクを負う｣という (命令78項)｡すなわ
ち,仮保全段階では工場建設の停l卜は命じられなかったものの,本案段階で工場建設の違
判断は,通航事件においても示されている1裁判所によれば,｢建設作業が法的権利の侵害
を含むものであることが明らかになった場分,il_'該作業が継続されてはならず,あるいは
修正 ･解除されなければならないという軸去判断が下される可能性は排除され得ないし,
以上のように,ICJはf防的アプローチをIhI接的に探Flすることなく.緊急性要件を厳
格に適用したが,他ノJで,裁判所規程 1-および判例上の諸要件に則 りつつ,本案判決に士
るまでの間の環境汚染のl)スクのfjHlを求めることにより,将来の危険に対 して現時点で
できる限り対処しておこうと試みているのである.:
5.-方的約束
アルゼンチンの第二請求に関して,裁判所は仮保全要件に関する具体的な検討を行うこ
となく,75年協定を履行するというウルグアIの意L4の表明と約束 (commitments)を根
拠として請求を棄却した (命令84項)′,ウルクアイは,｢l豆踊､論の最終段階で,75年協定を
｢完全に尊重する意図｣を繰 り返し,アルセンナンと ｢継続的な共同モニタリングを実施
するという中HJ.｣を行っているL65.(命令56ユi'iト 鼓判所はこうした約束が確言されている
(62) 因際司法裁判所規則75条3現｢仮保全措iFlの指示の要請の却下は,その要請を行った当事者が
同一の事件において新事実に基づく新たな要論を行うことを柚げるものではない｣｡
L631 ウルグアイは ｢新事実｣を以卜のものとして捉えている=,すなわち.第1に,ウルグアイが｣
場稼動のj-2.可を与えること,第2に,当該.i.PIJが卜けな環境保全策を導入していないこと,第3 一
に,世銀が｢場に融資すること,第4に,世銀U'環境基準に従うことをユニ場に確約することなく, ○
世銀が融資を行うこと.である､すなわち,これらの事ノ夫が生じてはじめて.パルプ]二場の稼動
による環境汚染閃題が発生するのであり,その他L.T.て改めて新たな仮保全措置請求を桔起せよ.
という訳である｡CR2006/47(Uruguay.MrRLlChler),p.48(para19).
(64)IClJHe♪orts1991,p.19,para.31
(65)CR2006/49(Uruguay,M.GrosEsp】el),p36;CR2006/47(Uruguay,MrBoyle).p30
(paras40-43)
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ことから,仮保全措置の指示は不要と判断しているのである (命令83項)D確かに,アルゼ
ンチンの第二仮保全措置請求は,ウルグアイに対 して ｢誠実に協力すること｣を求めてい
るため,ウルグアイ側の協力意思が明らかであれば,この請求の目的が失われたと判断す
ることも不可能ではない｡このような判断は,核実験事件 (1974年)におけるムートネス
判断と類似のものと言えよう｡当事件において裁判所は,フランスによる核実験終了宣言
を ｢法的効力を有する約束｣(anundertakingpOSSeSSlng】egalefect)とみなLt6',核実
験停止請求の目的が失われたと判断している｡ところが,本件 (パルプ工場事件)では,
ウルグアイの約束が法的拘束力を有するか否かという点について.裁判所は明言を避けて
いるC
この点で注目すべきことに,ICSID特別委員会 (an adholCommltee)は,本件 (パ
ルプ工場事件)におけるウルグアイの約束が法的拘束力を有するものと解している｡CMG
GasTransmissionCompany事件の決定 (2006年9月1日)において同委員会は,アルゼ
ンチン代理人による ｢約束｣(commitment)を理由に同国の裁定執行停止請求を認めたの
であるが 67),この判断にあたって,委員会はICJの仮保全命令 (パルプ工場事件)と上部
質｣(thebindingcharacter)が認められると述べている170～｡すなわち,ICSID特別委員会
は約束の拘束的性質を認めた先例としてパルプ工場事件と上部シレジア事件を引用 してい
るのであるL71ノ｡
では,本件 (パルプ工場事件)において,工CJはなぜウルグアイの約束が法的拘束力を
有するか否かを明らかにLなかったのであろうか｡
この点に関しては,仮保全手続の性質が大きく関係しているように思われる｡一方で.
コンゴ領域における武力活動事件 (管轄権判決2006年)において ICJは.ルワンダ司法大
臣の (一方的)宣言が法的拘束力を有するか否かという点について,同宣言の ｢真の内容｣
(leconlenurとel)と宣言がなされた ｢状況｣(lpsclrCOnStanCeS)の2点について詳経に
(6)Nul･[earTestsCase(AustTalat,･.FrlLnCe).Judgmentof20December1974.I.CJReports19/'4,
p､269(para51).
(67)CMG GasT7･ansmZSS10nComf,anyT'ATgenlneRepub/lC(ICSID CaseNo.ARB/01/8)
(AnnulmenlProceedlng),DecISIOnOntheArgentineRepublC'SRequestforaContlnuedStayof
EnforcementoftheAward(Rule540fthelCSIDArbltratlOnRules).of1September2006.p15
(para.47)
- (68)AjfalTerelalueaCPTlaLnSlnli′∂EsalJemaJldsenHa〟Je-sle.qe♪olonaZSe(fond).arretdu25mal
O 1926,C.PJISe-'leA,n7,p.13.
九 (69)Supranote(67).pp.15116(para49)
(70)lbid.p.16(para49),
L70 なお,特別委員会の判断に対して,CMG社側は問題の書簡が拘束JJを有するという点につい
て懐疑的な見解を示しており,特に,将来のアルゼンチン指導者を拘束するのかという点と,本
件のような拘束的な約束はアルゼンチン大統領にLか認められない権限であると主張している｡▲
lnvestmentTreatyNews(ITN).september20.2006,publShedbythelnternatlOnaHnstltutefor
SustalnableDevelopment[htp/wwwlStd｡rg/Investment/ltn].
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の事件である大ベルト通航事件 (仮保全命令1991年)では,緊急性を否定する根拠となっ
たデンマークの ｢確約｣(theassurances)について,裁判所はそれが法的拘束力を有する
とは述べておらず,｢物理的障害は1994年末以前には生じないというデンマークの確約を記
以上のように,一方的行為の拘束ノJに関する裁判所の対応は,管轄権審理の段階で厳格
な審査が行われるのとは対照的に,侭保全措置の段階では簡略な審査に止まっている｡他
の先例においても,被告側の ｢確約｣や ｢公約｣が明らかに存在する場合,裁判所はその
が生じる背景には,次の2つの要因を指摘することができようO第1に,裁判所は.未だ
仮保全手続に過ぎない段階で,被告の行為に-一定の拘束力を認めることに蒔蹄していると
いう点である,第2に,仮保全措置の場合には,仮に問題の約束が ｢破られる｣ような事
態が生じても,改めて新しい仮保全措置請求を提起することが可能である｡実際に,本件
(パルプ工場事件)で裁判所は.工場建設作業の進展に伴い,｢新事実を根拠とする新たな
仮保全請求を提起する権利｣を認めている (命令86項)｡管轄権判断の確定性と異なり,仮
保全手続の緊急性や暫定性が.上記の判断の差を生む根拠となっているように.朋 つれるo
ただし,本件のような約束や確約がある場合には.基本的には仮保全要件である緊急性要
件の枠内に取り込んで判断を下すのが望ましいであろう｡
れば,むしろウルグアイの約束内容を反映した形で,両国に ｢共同モニタリング｣の実施
を命じる仮保全措置を指示することもできたように思われるoただし,裁判所がこの点に
ついての判断を回避した背景には,パルプ1二場の建設と稼働に関するアルゼンチンとウル
グアイの ｢二国間合意｣(abilateraJagreement)(2004年 3月2日に両国外相が合意)杏
該合意により,両国は工場からの汚染発生に関するモニタリングに合意しているという｡
他方でアルゼンチン側は,当該合意は単なる協議に過ぎないと主張している7`㌧,このよう
に,共同モニタリングの実施については,この ｢合意｣の内容に深く関わるものであり,
しかも当事国間で ｢合意｣の法的性質について争いがあるため,裁判所はこの点に踏み込
(72) AHairedesactlulte'sa7･me'essurleterr7t()Z′PduCong()(nouL,elere(]ue-te:2002)(Rif･lIbltr
dem()C7WlqueduCongorRIt,anda).CompetencedelaCouretrecevablit白delarequEte.Arrさt
du3fevrler2006,paras.45-55.
(73JI.C.I.Re♪()rts1991,p.18(par°27)
91巻5号 (1992年)84頁｡
(75)DISSentingOpinlOnOfJudgeadho(.Vlnue汎 p.6.
(76)CR2006/47(Uruguay.M Condoreli).p39(para17).pp41-42(paras.21-24):CR
2006/47(Urugtlay,MrRelChler),p54(para.39).
(n CR2006/48(Argentine.M Kohen),p24(para.14)
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むことを避けたものと考えられる0
6.実体的権利の合理的見込論
裁判所良はアルゼンチンの第 1bH屈 陳述の目刺 二第11実行指令 (PractlCeDlreCtlOn
xI)78Jを読み上げ.両当FJ咽 が仮保全要件に関連する議論を展開するよう求めた 791｡とこ
ろが.所長の配慮にも関わらず,ll娘弁論が開始されるや,両国はアルゼンチンの主張す
る権利が存在するか否かという本案検討中ユf=二ついての実質的な議論を展開 し始めたO両
国の主張が本案のr^J客に踏み込まざるを得なかった埋rllは,第 1に,事案が本案と密接に
関連 していたことであるCウルクアイは,裁判所が仮保全措置命令において工場の建設作
業の停止を命 じた場合,本案判断に踏み込まざるを得ず胤 (命令55Il7i参照),ウルグアイ
が七張 している権利に予断を-Ljえることになると封 長している拝1.,第2に,より根本的な
理rflは,ウルグアイが展開 した ｢実体的権利の合理的見込論82.｣にあるoすなわち,本件
では.仮保全措置の段附でアルゼンチ ンの 主張する本案権利が存在する蓋然性があるか否
かが争いになっているのである｡〕
この合理的見込論は,大ベル ト通航判 牛ご人きく関越とされた 831後,フランスにおける
刑事手続事件 (仮保朝 芹置命令2003年)においても主張 されているo後者の事件において
被告フランスは.原告の+.張が ｢最低限の蓋然性｣(unmlnlmumdevraisemblance)をも
欠くため,恨保全請求を却 Fすべ きであると~i一朝 した Bl (ただし.裁判所はこの点につい
て判断を 卜していない)｡
本件 (パルプ L場事件)において,ウルグアイは次のように合理的見込論を観閲 してい
るo第 1に,イ反保全安作の一つにfl/mu∫b())/Z/-I/TlS要件がある｡第2に,同要件により.
主張されている権利が不十分な法的根拠に依拠 していることが一見 して (apremlさrevue)
協走に厳密に従ってパルプ工場の認可を子うつてお り,何 ら違反行為を行ってお らず,アル
に,hレグアイは,端的にアルゼンチンの主張する手続的権利は ｢ff二在 しない｣とi:.張 してい
(78)第11実行指令は2004年7月30Rに指-']さされたものであり,次のように規定している,.｢仮保全措
置の指示に関する両当事lLjのLl旦那東述は,裁判所規程,裁判所祝日り及び裁判所の判例において示
された仮保全括fF]r一指示のための要件にlAJ連するものに限定すべきであるr,両当事国は.この日的
のために厳格に必要とされ/-3ものを超えて,事件の本案に踏み込むべきではない｣っ
(79)CR2006/46(Argenune.thePI-eSidentoftleCourt),p15
一 朗 CR2006/47uruguay.M GrosEsplelり,】).14
0 (81)CR2006/49(し-ruguay.MrRe.chle,).p2(J.
七 (82)杉原高嶺 恨 際山法裁判利別 (有斐閣 1996年｣282-285貝 Ll
91巻5号 (1992年)84-87fl,J
糾 CRL2003/21(France,M Pelet),p25(pとtf'120)才山稿 ｢7ランスにおける刑事手続事件 (仮
保全措軍命令2003年6月17R)｣岡1lr大学法学会雑誌55巻 2号 し2006年)343貝O
脚 CR2006J47(Uruguay,M Condorell),p.32(para2)
脚 CR2OO6'47(Uruguay,M Condorell),p.38tpara.14),p.43(para28)
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同 法 (56-21202
るr87㌧これに対 してアルゼンチンは,合那 l)Li込論が裁判所によって認めらjtlJ二とはな
いが,常識に従い,当該法群に其づいて仮保_'Thp'.)令を棄却することはあり得るとしつつLBR＼
本件ではウルグアイの義務の履行についてヰ大な疑義が存在すると主張 している･軌 C
こうして,ヘヌーナ判事が指摘するように,アルゼンチンの主張する権利が一見したと
ころ (♪rTmafacle)存在するか否かについて裁判所が判断をトすことについて,両国の間
に合意が見られる側｡それ故,裁判所が合評的見込論について判断を示すためのお膳立て
はできていたのであるが,裁判所は本件でも判断を回避 した｡他方で,少数意見の中には
踏み込んだ見解を示すものが見られる′,例えばベヌーナ判事は見込論に基づいて判断を下
すべきであったというr91'｡同様に,アプラアム判事 (個別意見)も見込論を容認 しつつ,
次のように述べているC｢原告は,自らの主張する権利を有しているということ及び当該権
利が被告国の行剃 二よって侵害さjtる危険があることを.一定程度の見込み (uncertaln
権利の存在が蓋然性を有することを確認しなければならない93-｣という,
以上のように,本件においても,仮保全要件の一つとして合理的見込論を川いるべきで
あるという見解が根強いことが明かにな-'TJ 特に,両当事国が見込論に則った議論を展
開したことは注目に備 しよう｡とは言え,u lのような原則論を別にすると,本件の裁判
所の処埋力法に対する批判は見られない｣例えばアブラアム判事は,合理的見込論を支持
しつつも,緊急性要件によって判断が 卜されている場合には,敢えて合理的見込論に踏み
込む必要はか -というr矧｡このように,他の阿 呆全要件によって事案が処押され得るた
め,本件においても,合理的見込論が仮保全要件として認められるか否かについては明か
にされなかった｡
なお,最後にICJ以外の紛争処理過程と付 火全命令後の紛争の展開に触れておこうrJ
第1に,パルプ工場の建設に関する両同の紛争は,アルゼンチンの流域住民が向田同境
道路を封鎖するという事件に端を発している この件に関して,ウルグアイは2006年6月
にメルコスル (Mercosur)の特別裁判所 (theo(IhocTrlbLlna】)に提訴 した｡同凶は,上
場建設に反対するアルゼンチン住民が行った道路封鎖により,アルゼンチンはメルコスル
貿易協定 LtheMercosurTradeAgrement)に違反しており,さらにウルグアイに4億 ド
ルの損失が生 じたと主張 した｢,メルコスルの特別裁判所は,2006年9月6日の判決におい
て,アルゼンチンは誠実に行動しており.道路封鎖を排除しなかったことはメルコス)i,質
(87 CR2006/49(Uruguay,M Mr,RelChlpr).p27
脚 CR2006/48(Argentlne,M.PeletJ.p38√para12)
俗9)CR2006/48(Argentine,M.Pelet),p40(paralllJ
(90)OplnlOnlndlVldueledeM lejugeBennouna.p2(par°,7).
(91Jlbld,p3(par°sl卜12)
(92)Opln10nlndlVldueuedeM LeJugeAbraham.p3(para10)
(93)ibid.p4(par°,ll)
(94)I-b1-d.p.4(para.13).
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易協定上の義務に反するものであるが.ウルグアイに対する賠償責任はないと判断してい
る｡
第2に,2006年9月にENCE社は工場設置場所を変更することを決定し,さらに同年11
月,第二パルプ工場の建設を2008年まで延期すると発表した(抑o
第3に,2006年11月4日,アルゼンチンとスペインの二国間首脳会議が行われ.ネスト
ル ･キルチネル(NestorKlrChner)大統称がスペ インB]王フアン･カルロス 1世 (Juan
carlosI)に,パルプ工場に関するウルグアイとの紛争を仲裁するよう依栃した(9㌔
第4に,2006年11月29口に,今度はウルグアイが ICJに仮保全措置を請求した(9710ウル
グアイは.アルゼンチン住民が両国国境の橋を封鎖したことにより,数億 ドルの損害が発
生しており,アルゼンチンが何らの措置もとっていないことから,75年協定上の権利に対
する重大な侵害が発生していると主張 している'Lj8'｡また,アルセンチンの行為は既存の紛
争を悪化させるものであり,2006年7月1:日 の仮保全措帯命令をあきらさまに軽視するも
のであるという｡
(95)MERCOPRESS.4November2006.[http://www.mercopresscom/Detaleasp?NUM-9059].
(96)AFPBBNews(2006年11月5日)｡[http//www.afpbb.com/artlCle/1055019]
(97)C.I.J.Communlquedepress2006/40.
(98)RequestfortheInd】cationofProvISionalMeasuressubmlttedbyUruguay,30November
2006,paras,2-4.
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